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はじめに
多文化社会のあり方に関する検討は各地におけ
る多文化共生プラン策定とともに進められ、外国
人に対する政策や生活ニーズの把握は欠かせないも
のになってきている。また同時に，その地域社会で
の福祉専門職のかかわり方・役割が問われてきてい
る。
本稿では多文化共生社会を築いていく上でのいく
つかの問題や留意点を整理し，また福祉の専門家と
して支援するソーシャルワークについて述べる。
多文化共生に関するプランのあり方
2005年に総務省が「多文化共生の推進に関する
研究会」を発足させ，地域社会で多文化共生を推進
する3つの観点「コミュニケーション支援」「生活
支援」「多文化共生の地域づくり」をその報告書に
示したことは，日本における外国人に対する政策の
歴史の中で重要な意味を持っている。しかし，この
プランには注意すべき点，問題点が存在することに
も目をやる必要がある。
このようなプランが策定されるという事実は，マ
ジョリティからマイノリティに向けての働きかけと
いう側面がある。完全に同じ立場で共生社会を一か
ら作り上げていくという発想ではなく，マジョリティ
の社会を優先する考えが背景にはあり，一定の範囲
内で文化の多様性を容認するものとなっている可能
性がある。その場合，マイノリティに向けて出され
る情報は限定的で，マジョリティにとって不利益に
ならないように出される嫌いがある。例えば，昨年
多文化共生プランを策定したA市で，外国人に対
して生活実態の一部をインタヴューで聴取したとこ
ろ，税金など市民としての義務とされるものの通知
には外国語が使われる一方，子ども手当など権利的
給付にかかわるものについては通知すらないとの不
満が認められた。このことは業務が一体的になされ
ていない事情もあろうが，確かに多数を占める日本
人社会にとっての都合を優先しているとみられても
致し方ない。
また，多文化共生推進プランが我が国のグローバ
ル戦略と関連し，「優れた人材」の受け入れ拡大と
同時に外国人の管理が厳しくなされることにより，
外国人の選別が進められるという，人権の観点から
の問題点を指摘するものもある（原，2010年）。
この問題を解消していくための方法を示すのは難
しい。その問題解消のプロセスは，（逆説的である
が，）上に示した3つの観点を含んだ市町村レベル
の多文化共生プランの策定と実施の中にある。数の
上では少ないグループであるとはいえ，日本で生活
基盤を築いてきた人たちは，長く日本にいて，更に
これからもいると想定される住民である。ニューカ
マーらも日本に来て20年を過ぎることが珍しくな
くなり，そうした人々が集住する都市が存在するこ
とが多文化共生に関するプランの必要性を高めてい
る。そうした人々の日本での生活を，とりわけ「老
後」まで視野に入れて考えるならばなお，行政との
かかわりなくしては生活を続けていけない。そのよ
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うな観点からマイノリティに向けての政策を，当事
者の声を拾い上げつつ策定し，当事者と共に実施し
ていくことが求められる。
社会福祉法の第4条には地域福祉の推進が規定
されているが，サービスを受ける人もまた地域社会
の一員として参加していくことを目指す視点は多文
化共生推進の中にも息づくべきである。
Ａ市の多文化共生プランについて
A市では2011年度に「A市多文化共生プラン
（以下，A市プラン）」を策定し，2012年度から5
年間の計画で実施している。このプランは，上位計
画としてのA市総合計画のもと，第2次基本計画
（2012年度～2016年度）の中で示された「A新世紀
創造プロジェクト」にある「多文化共生社会の推進」
のために，その取り組み目標と基本的な考え方，施
策体系を示したものである。また改訂されたB県
多文化共生推進プラン（2012年度～）に関連しなが
ら進めるものとされる。
このプラン策定にあたっては，策定前にまず，A
市内に住民票を有する外国人に対して生活実態に関
するアンケート調査・インタヴュー調査を実施し，
その結果の一部を同プランに反映させている。
本プランの策定にかかわったことから，このプラ
ンの特徴，またプランには十分に反映されていない
部分で重要と思われることについて若干ながら言及
する。
Ａ市プランの基本的構成
A市プランは，総務省が示した3つの観点「コ
ミュニケーション支援」「生活支援」「多文化共生の
地域づくり」に，「多文化共生推進体制の整備」を
加えた4つの基本施策で構成されている。これら
の基本施策は，外国人住民を「生活者であり，地域
住民」として捉えるもので，出入国管理や外国人労
働者対策から一歩進んだ外国人政策として期待され
ている面がある（原，2010年）。
「生活支援」にはサブ項目として「医療，保健，
福祉」があり，市民病院内のサインの多言語化，市
民病院での通訳配置の充実，医療機関や福祉関係情
報の多言語での提供，健康診断，健康相談などでの
多言語での案内，国民健康保険制度等の周知・加入
促進が具体的に取り組むべきこととして挙げられて
いる。通訳の配置や相談の多言語化はコミュニケー
ションに関わる支援の側面もあり，基本施策それぞ
れのユニークさを見出すことは難しい。むしろ，明
瞭に分けられないがそれぞれの施策の中に忘れずに
盛り込むことの複雑さが，外国人住民が地域生活す
る多様さの一端を示すものとみるのが正しいと思わ
れる。生活の基本にある言葉を共有しながら生活を
よりしやすいものにするために交流を推進するとい
うのが多文化共生の地域づくりということでもあり，
相互に関連することを確認できる。
多文化ソーシャルワーカーについて
A市プランの基本施策の中で，総務省が示す 3
つの観点に追加された「多文化共生推進体制の整備」
は関係団体や機関との連携や行政内部の体制づくり
を目指したものである。この中に，教育機関や専門
家との連携を進めることが示され，専門家として
「多文化ソーシャルワーカー」を挙げている点を注
目したい。多文化ソーシャルワーカーは対象となる
外国人の文化をよく理解し適切に対応できることが
求められるが，ソーシャルワークは本来的に対象者
の個別性を尊重するものであるため，基本的な対応
のスタンスは特別に新しさが求められるものではな
い。また問題を解決するのは当事者と位置づけるこ
とも基本的なアプローチであるため，ソーシャルワー
カーが問題を引き受けて一人で問題解決を模索する
というわけではない。当事者と信頼関係を築き（ラ
ポール形成），ともに最も良いと考えられる状況に
つなげていく。ラポール形成のプロセスでソーシャ
ルワーカーが自分の相手文化理解が浅薄と感じるこ
とがあれば，文化を理解した第三者の協力等を得な
がら，時間をかけて相談された問題を解決に導く。
このような支援の展開は職能団体や教育機関との連
携を想定しているが，実際に機能すれば外国人支援
施策として画期的で実効的な支援になると考えられ
る。
外国人の生活とニーズ
アンケート結果は，回収率が郵送法では13.4％，
外国人相談窓口・外国人児童のいるA市内小中学
校での配布で46.4％であり，潜在的なニーズを把握
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するためには不十分なものであったと言わざるを得
ない（全体で20.1％）。客観的なニーズを抱えつつ
も自ら訴えることができない人らは調査から相当程
度零れてしまっていると考えられる。回答者の特徴
をみると，半数以上が10年以上の日本滞在者であ
り，5年以上まで含めると7割を超える。調査に含
まれない約8割の人らの滞在歴は不明であるが，
アンケートからは「日本への定住化」がうかがわれ
る。また同様の制限があるものの，6割の人らが日
本語をひらがなをベースとして日本語の駆使能力を
有している。生活上の困難は交通機関（電車，バス）
の利用に難を抱えることが顕著であるが，それに次
ぐ問題は日本語の理解であるので，実は生活上の問
題が日本語の習得が十分でないことから生じている
ことも明らかになっている。
インタヴュー結果については，A市プランには
明示的には反映されていない。アンケートからうか
がえる生活状況をインタヴューの中で再確認するよ
うな内容については吸い上げられているようにも解
釈できるが，例えば，納税の知らせについては外国
語対応している一方で，子ども手当支給については
お知らせが外国語対応されていないといった具体的
な問題は，「生活者であり，地域住民」として外国
人住民を捉えられていないものとみえ，当事者の行
政に対する不満や不審になりうる。また，外国人児
童が保育所へ入所する際に利用契約を申請する方法
や実際に利用を始める前の待機期間は，子どもをも
つ外国人保護者の心配や生活の不都合を惹起するも
のとなりうる。現場では，そのような個別具体的な
問題やニーズに対して訴えがあれば対応するような
格好になりやすく，全体としては見えにくく本質的
問題は残されたままになる。計画にどのように盛り
込むのかは検討を要するが，「マジョリティの人々
の既得権益の維持を前提」としているというような
誹りを受けないためには，行政の改善の取り組みが
生活者としての外国人住民に広く周知される仕組み
を確保することが必要である。
全体としては，一通りの要件を満たした外国人施
策としての共生プランを示したものといえ，実施状
況をみながら中間報告とその後の次期プラン策定に
期待するところがある。しかし，その中でも，例え
ば防災に関わる視点として，外国人を単に「災害弱
者」として固定的にみなすのではなく，（日本人か
らみた）外国語能力や専門性など外国人の持つ能力
を活かしていくことに言及されている点は重要であ
る。東日本大震災でも多くの外国人グループが被災
地支援に動いていることが明らかとなっており，日
本を支える人であることも評価しなければならない。
また，基本施策（３）多文化共生の地域づくりの中で
は意識醸成の取り組みとして「地域や学校へ出向く
国際交流員出前講座」「外国人市民によるトーキン
グサロン」が挙げられており，これらは地域の外国
人市民がプラン実施に関わることを求めるものであ
る。多文化共生の活動主体として外国人を捉え直し
ていくものとして注目したい。
福祉ニーズの現状
上述にみた，A市のほんの一部の状況だけでな
く，日本全国でどのような事態があるのかをみるた
めに，日本社会福祉士会が行う「滞日外国人ソーシャ
ルワーク研修」から抽出された課題を表にまとめた。
外国人住民に対する政策と支援の要諦
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表 外国人住民の福祉ニーズ
分野 内容
医療
・医療費の不払い
・文化的，宗教的理由による受療不可
・意思疎通不良による治療困難
・インフォームド・コンセントの不成立
など
児童
・「虐待」の理解齟齬
・子育て家庭の孤立化
・子どもの不就学と学校の不適応
・子どもの反社会的行動
・障がいの認識の違いと親の障がい受容困難
・DV被害，離婚による子どものストレス
障がい
・（精神）治療忌避
・（身体－内部）HIV患者の治療，障害者手帳
取得の困難
・（精神－発達障がい）気になる子どもの存在
高齢者
・高齢化したオールドカマ （ー在日朝鮮人）へ
の支援
・（過疎地での）アジア花嫁による家族介護，
家族との連絡調整での言語問題
労働
・給料未払い，搾取
・長時間労働
・労災の不適用
・不当解雇
（南野，2012年p11－12を筆者改変）
上記の問題の中では特にDV被害やHIV患者支
援において外国人のニーズが多いとされる（南野，
2012年）。
このようなニーズがある場合に，同国出身者同士
のネットワークが形成され機能することが期待され
る一方で，実際には不法滞在の問題や渡日前の国
（必ずしも母国とはいえない）での政治的・宗教的
対立等により互いに警戒している場合がある。
多文化共生支援の対象からこぼれる人たち
無国籍者であり，不法に越境移住して来日した人
たちには，ホスト社会となる日本の現状から，支援
の「はざま」に落ち込む人がいる。越境（渡航）する
前の国で既に国籍を持たない状態であったため，日
本で身柄を確保されても「本国へ強制送還されない」
のである。このような場合には，入管施設に長期収
容されるケースがあり，支援の目が届きにくくなる。
入国時のパスポートが有効なうちに日本人と（形式
的であれ）結婚するなどしてビザを切り替えた場合
なお見えにくくなるが，無国籍で支援に結びにくい
人たちが潜在化していることもある。
こうした人たちが日本で生活する場合には何らか
の人的ネットワークを形成するが，これを整理する
と以下のものがある（石井，2011年）。
1．日本人とのネットワーク
2．渡航前の国出身の無国籍者によるネットワーク
3．1・2両方のネットワーク
4．渡航前の国の家族・親類
これらの人たちは正規の入国をした人らの在日外
国人ネットワークには参入できない。法的地位が危
ういだけに，そうしたネットワークを遠ざけ，制度
の対象とならなかったり情報を得られなかったりす
るために，結果として多文化共生支援の利用も乏し
くなるのである。
日本人のマイノリティとしての経験－
経験の非対称性の克服
日本人が海外へ出ればエスニック・マイノリティ
となり，転居・移住先においては少数者グループと
して，主流派にはない様々なニーズを抱えることが
当然にある。そのニーズについて，塩原（2007年）
はオーストラリア・シドニーでの，アジア系中間層
移民に対する調査をもとに明らかにしている。それ
らは「社会的孤立の解消，英語教育，文化的に適切
な高齢者福祉サービス，子どもたちへのエスニック
言語・文化の継承」であり，広く居住に伴うニーズ
であることから，中間層のみならず下層移民にも共
有されるとする。
グローバル化している社会を見つめるとき，実は
マジョリティとマイノリティの関係は固定されたも
のではない（加賀美，2012年）。上にみるような空
間的な移動が分かりやすい例であるが，移動を伴わ
ずとも，例えば加齢に伴う変化の中では，人口構成
上少数派となり不利益を受ける可能性が高まる高齢
者となることは誰しも避けられないし，また何らか
の病人となることでマイノリティとしての苦渋を経
験することがありうる。すなわち，空間軸と時間軸
でみるとマジョリティ－マイノリティ関係は多様で
変化するものと捉えられる。
いうまでもなく，上記調査にみた社会的ニーズの，
英語教育を日本語教育に変更すれば，日本における
外国人住民の問題と共通するものである。高齢者福
祉サービスは，オールドカマーには既に確認できる
ニーズであるが，ニューカマーに対しても近い将来
の問題と捉えるべきである。単に短期あるいは有期
の労働者として日本に滞在する外国人という視点は，
外国人集住都市の様相をみれば既に正しいとは言え
ず，外国人住民が日本で家族をもち，日本で生涯を
過ごすところまでを考えた法・制度の設計が必要が
ある。その際に重要になるのは，1981年難民条約
批准に伴う「内外人平等の原則」である。日本人の
多くがエスニック・マイノリティとしての経験を持
たない状況で，外国人に対しても日本人と同様の扱
いをすることの理解は簡単ではないが，だからこそ
人権を保障する重要な役割を担う基礎自治体の姿勢
が問われており，行政と外国人を含む民間とのパー
トナーシップが重要である。
外国人の人権保障について
バウマン（2008年）は，エスニック・マイノリティ
のアイデンティティや同化を論じ，「だれが同化に
適しているか，いないか―中略―についての決定は，
支配的なマジョリティの仕事であって，被支配的な
マイノリティの仕事ではなかった」と述べている。
同様の，外国人住民に対するホスト社会の支配的立
―148―
場について言及するものは他にもある。例えば，ハ
タノ（2007年）は「マイノリティ，または社会的に
弱い立場に置かれている人たちの側から発生した言
葉ではない」としているし，植田（2007年）はさら
に，「善意」をもって行われるステレオタイプ化と
しての多文化共生の問題について，多文化共生が進
められる下では実際との乖離が生じることを指摘す
る。また，野呂（2011年）は，「共生」という「響
きのいい言葉」が使われることで浅い異文化理解に
堕する危険を指摘する。「共生」の課題は同化や排
除，また差別といった問題を含むので，本来，政治
的な課題であるとしたうえで，実際の用法では漠然
と善きものとして用いられ（活動の中で拡散し）て
いるが，このことは同化や差別の実態を隠してしまっ
ている，結果，そのようなものをステレオタイプと
して認識して再生産しているとの指摘である。
「共生」を問うという作業は，野呂（2012年）が
述べるように，「異なる集団が単に空間を共有する
だけでなく互いに関係性をもって共存していく」こ
とを，共生の実態に求めるものである。表層的に取
り繕うものではない多文化共生を考えるには，生活
をしながら様々な問題に直面し，それを解決しなが
ら共存していくための具体的な関係づくりが欠かせ
ない。行政とのかかわりではそこに住むことの厳し
さ（例えば，納税にかかわること）と同時に生活のし
やすさ（例えば，手当等の給付）も享受でき，全体的
に見て妥当であるし生活を続けていきたいと感じら
れるような地域づくりがなされなければならない。
それは，我が国の経済力を保持していくために不可
避ともいわれる外国人労働者の受け入れの基盤づく
りに偏ったものではなく，その人やその家族の人生
を受け容れる枠組みで捉えた，長期安定した生活の
保障の視点に立った社会づくりであることが必要で
ある。バウマンは「この急速にグローバル化する世
界のなかで，相互依存関係にあり，その相互依存関
係のゆえに，だれ一人として，自分で自分の運命を
決めることはでき」ず，また「もしコミュニティが，
諸個人が構成する世界で存在しようとするならば，
それは分かち合いと相互の配慮で織り上げられたコ
ミュニティでしかありえない」とする。そして最後
には「人を人たらしめる平等な権利や，そのような
権利の上で人々が平等に行動しうることについて，
関心や責任を有するコミュニティ」を確認している。
これに関しては，「福祉コミュニティ」を後述する。
相利共生について
「対外国人」という構図を対等なものにし，人権
保障を一般化していくためには，外国人住民と日本
人住民との間に相互に支え合う意識や関係が必要と
なる。
外国人を受け入れている住民が互いに利益を得ら
れるという意識を持っているかを問う視点（相利共
生意識）の例として松尾（2011年）は次の5つを示
している。
A.相利共生意識
1．外国籍住民の日本語学習環境整備
2．自身の居住地における外国人増加の許容
3．外国籍住民の政治参加の許容
4．公教育における外国籍住民による自文化の習
慣維持の許容
5．外国籍住民の敬語の使用法に対する理解
対外国人への配慮として，生活言語獲得の必要だ
けでなく，特に児童に対する学習言語習得の必要か
ら1．は一般的によく認識される。松尾はさらに，
その意識と密接に関連する要因を探るために，3つ
の視点（相利共生意識関連要因）に注目している。
B.相利共生意識関連要因
1．個人的属性
2．外国籍住民との日常的接触
3．外国籍住民の生活に対する認識
これらの視点をもとに，調査研究を通じて相利共
生意識とその関連要因や相利共生意識間の相関関係
を探っている。その中では，「外国籍住民との相互
行為の程度」により差があり，A－1～A－3は高
位に共生意識が示されたが，A－4，A－5は低位
に示される傾向が示唆された。また，Bとの関係で
は，A－4，A－5には相関がほとんどないことも
示された。
さらに，Aの視点間の関連について分析する中
で，「隣人としての外国籍住民を認めること，外国
籍住民の政治参加，外国籍住民のための日本語環境
の充実など外国籍住民に対し，『制度』として日本
社会の門戸を開くことに関する外国籍住民を受け入
れる住民の意識は必ずしも低くない」とみている。
このような調査結果と分析から，日常生活のレベル
で便宜を図ることは外国人との接触や彼らへの関心
と関連し，その仕掛けを行政が作ることには了解が
えられ易いのかもしれない。もしそうならば，行政
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が共生プラン等を積極的に示し，パブリックコメン
ト等を活用してその修正をはかりながら外国人住民
の生活環境を整えるというアプローチは有効かもし
れない。ただ，その制度がホスト社会からの押し付
けであってはならないので，共生プラン等の作成時
から外国人住民の意向を丁寧に把握する必要がある
ことを改めて確認しておく。
多文化ソーシャルワークと生活福祉
まず，多文化ソーシャルワークを捉えるために，
次のようにその特徴を示す（南野，2012年）。
①多様な文化的背景をもつクライエントに対して
行われるソーシャルワーク
②クライエントとワーカーが異なる文化に属する
援助関係において行われるソーシャルワーク
③クライエントが自分と違う文化と異なる環境に
移住，生活することにより生じる心理的・社会
的問題に対応するソーシャルワーク
多文化ソーシャルワークは本来「外国人や外国に
ルーツをもつ人」を対象とするだけでなく，生活様
式を異にするのであれば日本人同士の間にも存在す
るといえる。むしろ場合により，長く日本に住み日
本の文化に馴染んでいる外国人との間にはソーシャ
ルワークとして介入する必要がないかもしれない。
また，多様な文化に属する人らに関わることを考
えた時，その実践は「結果的にソーシャルワークそ
のものの原点，つまり個別性の尊重や社会正義，人
権保障をめざしてはたらきかけていく」ことを求め
る。つまり「多文化」とは「人の多様さ」を再確認
する言葉でもあり，そこで求められる知識や技術は
ハイレベルであることを求められつつも，実践に導
く価値は，同じ生活様式に属する（と信じる）人に
対して行うソーシャルワークでも変わらないのであ
る。異なる文化に属する（と信じる）人らの中には
日本を支援する人らも存在するのであり，一まとめ
に「支援されるべき対象」と見なすことは間違いで
あることも注意を要する。事実，東日本大震災にお
いては，外国人の団体・協会や宗教団体が様々な形
で炊き出しなど支援に動いている様子が報道された。
これにより支援を必要とする人をしっかりと見るこ
との必要を改めて確認することになった。
生活支援の安定化のために
小松（2007年）は，生活支援システムの基盤につ
いて，福祉コミュニティがその基盤に必要と述べて
いる。同システムは「相互支援や共生の営み」を必
要とするが，そのためには一般サービスのように制
度により提供されるものでは不十分で，相互支援等
によって形成される福祉コミュニティがあってこそ
全体的な効果を上げると期待される。
この「福祉コミュニティ」は単に地域で生じた問
題を解決するだけでなく，問題を未然に防ぐような，
地域住民の活発な関わり合いが想定されるもので，
社会福祉法第4条に示す地域住民の相互協力や社会
参加の目指すものであるといえる。
地域における近隣関係の希薄化は，農村また都市
部での限界集落化問題，高齢者の所在不明問題や孤
立死などと関連する要因として広く社会に認識され
ているが，小松（2007年）は生活習慣の異なる外
国人住民との摩擦にも言及している。「受け容れ」
の仕組みづくりと考えれば行政が法・制度に基づい
て与えるに過ぎないが，これを外国人と共に，互い
に協力し合って地域社会を作っていくものと捉えて
取り組むところに福祉コミュニティ形成のプロセス
をみることができよう。
地域社会のとるべき施策
外国人住民が日本で長期に渡り生活することを前
提とすると，様々な生活上のニーズを満たすことが
必要になってくる。それぞれを詳述する紙幅はない
が，それらの問題を列挙すると次のようなものがあ
る。
1．国民年金制度
2．労働災害
3．教育権の保障
4．居住問題
5．地域参加
ここでは，特に，4．及び5．についての問題を
取り上げる。
外国人の居住問題については，総務省の共生プラ
ンでも指摘されたように，外国人故に居住場所を得
にくいという問題の解決が求められている。渡辺
（2007年）が指摘するように，「近隣関係を含めて
共住環境全体の改善は，家族合流・定住化に伴う問
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題」であり，外国人住民の定住化を想定して真摯な
地域社会づくりを考えるうえで重要な課題である。
そもそも居住問題は，生活保障を考える中では基本
的な「住」の問題であるが，その生活基盤に職－衣
食が成り立つことから特に重要であるといえ，その
意味で外国人の居住問題でも「ハウジング・ファー
スト」と言ってよい。
外国人の地域社会への参加を考えると，参政権の
在り方を問うほかに，人権保障のためのオンブズマ
ンを設ける必要も挙げられる。1990年には川崎市
で市民オンブズマンが市政に関する住民の苦情受け
つけを始めた例があるが，特別に「外国人枠」とし
ての相談機関でなくとも住民全体の声を拾う場所を
設け機能させることが考えられる。
まとめとして
多文化共生の政策や支援は，外国人住民の生活実
態をみながら具体化していくことが求められている。
今回，外国人集住都市と外国人が散在して居住す
る地域を区別することなく議論した。多数の外国人
が集まって生活する場所にはその場所に特有の問題
も生じる。例えば，かつてB県C市でも中古自動
車輸出業に関係する外国人の道路交通法上の問題や
治安悪化の懸念などの問題があった。B県には外国
人集住都市会議（2011年4月時点で28都市）に属
する市町村はないが，そのような場所でも問題は生
じるのであり，個別具体的に問題とそれへの対応を
みる必要がある。それは，渡部（2007年）が指摘す
るように，外国人問題を丁寧にみていくアプローチ
は「国際労働力移動といった経済学的カテゴリーで
は現れてこない具体的な人間としてのあり方の分析」
であるといえる。
また，外国人住民のニーズをみる場合に，児童の
不就学や進学に関する問題は主要なものであり，行
政による積極的な関わりがなくては状況の改善が図
れないこともある。今回はその児童の教育の問題は
除いて論じた。今後，その実態や支援の様子を調べ
ながら別稿で取り上げたい。
最後に，このような外国人政策や生活課題とのか
かわりで福祉専門職のあり方を考えると，個別性尊
重や人権尊重の価値を支援行動の基本にもつソーシャ
ルワーカーの役割は大きいといえ，多文化共生にお
けるソーシャルワーカーの活躍が多文化共生の実質
的進展につながることが望ましいと考える。
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